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・ 情報漏洩への懸念を払拭することが重要である
・ 導入に当たっては、当該懸念を払拭すべく、国民への周知を徹
底いただきたい

社会保障に係る資格におけるマイナンバー制度利活用に向けて
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・ 現行の介護福祉士の届出制度は、努力義務に留まっており、
十分に活用されているとは言いづらい
・ 本検討会の検討事項とは言いづらいが、より効果的な潜在介
護福祉士の掘起しに繋げるため、介護福祉士の届出を努力義
務以上の仕組みに見直していただきたい

資格管理簿と就業届等の情報の突合による人材活用について
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・ 170万人を超す介護福祉士へのアプローチは容易ではない
・ 有資格者へのアプローチとしては、当会も協力をさせていただ
くが、指定登録機関、事業者団体等へのアプローチは重要であ
り、国としても取り組んでいただきたい

マイナンバーの登録方法の周知について
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・ DWAT（災害支援福祉チーム）登録情報や介護分野の研修
修了情報を持たせるなど、介護福祉士資格取得後の研修等の
受講履歴や従業履歴も紐づけることで、どんなスキルを有した
人材が、どこに、どれだけ存在するか等まで確認できるシステ
ムとしていただきたい

団体として考える更なる利活用策
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・ 介護福祉士が、都道府県または市町村の介護保険事業計画
等の委員として参画する機会が増えてきている。ご承知の通り、
人材確保に対する計画も策定されているが、具体性に欠けてい
ることもある

・ どこにいるか判然としない潜在介護福祉士の実態を明らかに
することができれば、地域の行政が作成する計画にも根拠を持
たせることになり、今後の動き方も変わってくると考える

【補足】潜在介護福祉士の掘起しについて
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